





























































































































































































































































































































































































































①脳血管疾患 ３０．４％ ②認知症 １２．７％ ③事故・骨折 １０．０％




















































































































































































































































































































Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７
施 設 要介護４ ４１ ４２ ３９ ５４ ５８ ５７
要介護５ ４７ ６２ ８６ ８６ １００ ７１
在 宅 要介護４ ２２ ２０ ３２ ４２ ５４ ５４












































































































要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?





































要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計
?
?

















































Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年 Ｈ１７年
Ｈ１７／Ｈ１２
伸び率％
要支援 ３５ ３２ ２９ ２５ １５ １４ ０．４０
介護１ ７３ ９５ １０９ １１８ １４１ １３６ １．８６
介護２ ６２ ９０ ９７ ９４ １０８ １１０ １．７７
介護３ ４０ ５９ ５８ ６９ ７６ ９９ ２．４８
介護４ ２２ ２０ ３２ ４２ ５４ ５４ ２．４５
介護５ １８ ３２ ４１ ３７ ４１ ４１ ２．２８









































Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年 Ｈ１７年
Ｈ１７／Ｈ１２
伸び率％
要支援 ０ ０ ０ ０ ０ ０
介護１ ２１ １６ １６ ２０ １８ ８ ０．３８
介護２ ４０ ３９ ３２ ３０ １９ ２３ ０．５８
介護３ ３６ ３５ ４４ ３８ ４３ ３７ １．０３
介護４ ４１ ４２ ３９ ５４ ５８ ５７ １．３９
介護５ ４７ ６２ ８６ ８６ １００ ７１ １．５１







































































































































一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
困ることがない ５８１ ６７ ３６ ６８４
困ることがある １２４ ４７ ３０ ２０１
玄関段差 ３６ １２ ９ ５７
廊下・居室段差 １７ ７ ８ ３２
室内の階段 １８ ８ １ ２７
浴室・浴槽 ２４ １７ １６ ５７
トイレ・廊下手すり ３５ １３ １０ ５８
トイレ和式 ４８ ６ ２ ５６
台所 ２１ ６ １ ２８
車イス不可 １６ １ ６ ２３
その他 １１ １７ ８ ３６
表１１ 住宅改修の意向（※出典 表１０に同じ）（人）
一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
改修意向なし ６２３ ８６ ５２ ７６１
改修意向あり ８２ ２８ １４ １２４





















一般老人 虚弱老人 寝たきり老人 合 計
玄関・廊下手すり ２１ ３ ５ ２９
トイレ浴室手すり ４５ ９ ４ ５８
玄関周りの段差 １４ ２ ４ ２０
廊下・居室の段差 １３ ５ ３ ２１
台所使いやすく １４ ４ ０ １８
車椅子利用 １１ ２ ５ １８
その他 １０ １３ ６ ２９
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
９７
２９０，７４６，４２０円），歳出総額は１，５７９，５３０，０００円である。差し引き８０，７８２，０００
円の黒字計上だった。歳出の中に「介護給付費準備基金積立金」の項目
があり，その費用として当初予算１，１８５，０００円に対して，３６，８１５，０００円
を計上している。また国庫支出金等償還金（借金返済）は予算１，０００円に
対して７３，８９９，０００円を計上している。その子細は不明だが，３町合併前
の１７年度各決算書での同項目は３町合わせても５，５００，０００円である。
歳入項目のうち平成１７年度から１８年度への繰越金は９４，６６６，０００円であ
るから，１８年度の繰越金もまた８０，７８２，０００円ということになる。しかし
「介護給付費準備基金積立金」に３６，８１５，０００円も計上する必要性はな
い。また子細不明の国庫償還金も見直しは可能だと思える。合併前の３
町の償還額で計算するならば，６８，０００，０００円は繰越金に計上できる。合
算するならば，１８年度は１８４，０００，０００円以上の繰越金として計上でき
る。つまり黒字である。国庫償還金を計上しなくても，１８年度の繰越金
８０，７８２，０００円と基金の積立金３６，８１５，０００円を合わせた額は１１７，５９７，０００
円の黒字である。
平成１８年度の介護サービス利用者数は月平均６９０人（在宅４７０人，施設２２０
人）である。介護給付費は在宅サービス分が約５４０，０００，０００円，施設介
護サービス分が約６０５，０００，０００円である。地域密着型介護サービスや介
護予防，地域支援事業などがこれらに加わる。介護給費を月平均にする
と１１０，０００，０００円ぐらいである。毎月６９０人前後の要介護者へ１億１千万
円の給付を行っていることになる。１８年度の黒字は１ヶ月分の給付費以
上の黒字幅である。
この数字の意味するところは①介護保険料設定の妥当性と②介護サー
ビス量と給付費の妥当性（＝住民ニーズへの応答性）と③地域の雇用と経済
への影響等の再吟味を要求していると捉えることができる。
循環型介護保障の思想はこの費用とマンパワーをすべて地域内で循環
させることにある。本論で述べてきたように，各サービスの構築とネッ
トワークを住民主体で行いながら，その財政的裏づけを数字で示す作業
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を自治体独自で行う必要がある。国の参酌基準だけでそのサービス量や
保険料を設定するやり方では，人権保障としての介護保障になり得てい
るのか，またその財源は地域づくりに貢献しているのか，その検証は不
可能である。
「地域内で完結する介護保障」の構築は，自治体と住民の協働作業が
あれば達成可能であるし，その財政的裏づけも可能であることを市川三
郷町の平成１８年度決算は指し示している。
【注】
（注１） 『循環型社会形成推進基本法』（平成１２年６月２日法律第百十号）。
（注２） 経済企画庁総合計画局『循環型経済社会推進研究会報告書』（平成１２年
１２月２２日）。
（注３） 鈴木嘉彦『持続可能社会のつくり方』１９０P（日科技連出版社２００６年３
月）。鈴木嘉彦氏は，この著書の中で「持続可能社会」と言う言葉のほう
が循環型社会をより正確に反映できると意識されている。
（注４） 片谷教孝・鈴木嘉彦『循環型社会入門』７３P（オーム社出版局平成１６
年５月）。
（注５） 注４の１４８P。
（注６） 注３の４０P～４４P。
（注７） 「平成１２年度国勢調査」人口集中地区（DID）人口から集計。
（注８） 山梨県の医療圏域の福祉施設の所在地一覧。
（注９） 伊藤周平・京都府保険協会『高齢者医療と介護の将来像を提言する』
（あけび書房，２００１年９月），７６Pにて伊藤周平氏も「ヒトとサービスと
費用が循環する社会構造を」という小論を展開している。
（注１０） 岡田知弘『地域づくりの経済学入門』第７章（自治体研究社２００５年）。
（注１１） 注１０の１４７P。
（注１２） 注１０の１４８P。
（注１３） 平成１６年度『介護保険事業状況』山梨県福祉保健部長寿社会課，平成
１８年３月。
（注１４） 山梨県『健康長寿やまなしプラン』平成１８年度～平成２０年度，山梨県
福祉保健部長寿社会課，平成１８年３月。
※資料の注釈にもあるが，これは平成１６年度の「介護サービス施設・
事業所調査」による常勤換算数である。したがって，勤務時間に換算
しその人数を割り出しているため，パート労働者などは実人数として
反映されない。実人数はここで掲げた数字よりも多いと推測される。
（注１５） 朝日健二・矢部弘明『介護保険見直しの要点と対応の仕方』２７P，桐
「循環型介護保障」を通した地域づくりへの提言
９９
書房２００５年５月。
（注１６） 太田貞司・宮崎和加子・榎本憲一・杉浦雅彦・佐久間文雄・柴野徹夫
『２４時間在宅ケアへの挑戦』萌文社１９９５年９月。
（注１７） 注１５と同じ。１４３P「訪問介護利用者が全国平均以上の１５都道府県の老
人入院診療費との関係では負の相関関係（R＝－０．３５）がみられ，高齢者
１０００人あたりの費用効果でいえば，訪問介護利用者を１人増やすごとに
入院診療費が３４０万円減少する」ことを説明している。
（注１８） 内閣府『高齢者介護に関する世論調査』平成１５年。
（注１９） いまから３０年ぐらい前の１９７０年代から８０年代は介護が社会問題化して
いた時代であり，「介護地獄」などの言葉が新聞紙上をにぎわしていた時
代であった。いまの前期高齢者の親の代がその苦労していたころである。
（注２０） 注１８に同じ。（一部加工。）
（注２１） 注１８に同じ。
（注２２） 市川三郷町『介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画』平成１８年３月。
（注２３） 厚生労働省『人口動態統計特殊報告』官房統計情報部 平成１８年３月。
（注２４） 石田一紀「農山村における高齢者ケアシステムと小地域福祉活動」『総
合社会福祉研究』総合社会福祉研究所 １９９５年１２月。
（注２５） 山梨大学大学院医学工学総合研究部保健学Ⅱ講座「山梨県健康寿命実
態調査分析研究会 調査報告（総括）」『健康寿命実態調査報告書』山梨
県 平成１６年３月。
（注２６） 山梨県『高齢者福祉基礎調査』平成１６年度・１７年度・１８年度。
（注２７） 八木伸一「健康寿命と脳卒中の関係」『健康寿命実態調査報告書』山梨
県 平成１６年３月。
（注２８） 一番ヶ瀬康子『在宅介護入門』労働旬報社１９９６年１０月 ※５００メートル
の根拠をスウェーデンの計画であることを紹介している。
（注２９） 山梨県『平成１６年度介護保険事業状況』山梨県福祉保健部長寿社会課，
平成１８年３月。
（注３０） 上記に同じ。
（注３１） 平成１６年１２月定例県議会の質問にての指摘。
（注３２） 平成１７年１０月１日現在というのは３町の合併した日である。したがっ
て１７年度の施設入所数の確定値ではない。直近の数字としては平成１８年
１月の２１４人という数字になる。
（注３３） 全国保険医団体連合会『介護報酬改定のポイント』２００６年３月
（編集委員会注記：本稿は２００７年３月１５日本大学院修士課程修了者の修士論文を大
幅に縮小してリライトしたものである。）
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